
尾張旭市監査公表第２８号 

令和６年７月１日付け尾張旭市監査公表第２５号をもって公表した公の施設の

指定管理者監査結果報告について、令和６年８月３０日付け６文第１０２号で教

育長から措置を講じた旨の通知がありましたので、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１９９条第１４項の規定により次のとおり公表します。 

令和６年９月２６日 

 

尾張旭市監査委員 山 田 義 浩 

 

 

尾張旭市監査委員 大 島 も え 

 

 

尾張旭市体育施設（教育委員会文化スポーツ課） 

監 査 の 指 摘 事 項 措 置 状 況 

【ハマダスポーツ企画株式会社】 

⑴ア 地方自治法及び尾張旭市体育施設の

設置及び管理に関する条例（昭和５２

年尾張旭市条例第２７号。以下「条例」

という。）の規定により、指定管理者

は、あらかじめ市長の承認を得て、条

例に定める額を上限として、その管理

する公の施設の利用に係る料金（以下

「利用料金」という。）を定め、収受

することができる。しかしながら、同

社は、市が条例を改正し、尾張旭市城

山テニスコートの使用時間を変更した

こと及び当該変更後の使用時間に係る

使用料を設定したことを踏まえ、変更

後の使用時間に係る利用料金を定め、

令和５年１０月１日から収受している

にもかかわらず、当該利用料金につい

て市の承認を得ていなかった。 

令和６年７月１日付けで、指定管理

者から尾張旭市城山テニスコートの

変更後の使用時間に係る利用料金を

定めたい旨の協議書の提出があり、市

は同日付けでこれを承認しました。 

イ 本指定管理業務の仕様書（以下「仕

様書」という。）において、利用料金

は現金納付又は金融機関納付によると

されているにもかかわらず、同社は、

指定期間の当初（令和３年４月１日）

から交通系ＩＣカードで、令和５年５

月からはクレジットカード及びスマホ 

市と指定管理者双方による協議を

行い、令和６年６月２８日付けで交通

系ＩＣカード等での料金収受を認め

る内容で仕様書を変更しました。 



決済アプリで料金を収受していた。交通

系ＩＣカード等での料金収受自体は、施

設利用者の利便性向上につながる取組

であるものの、導入には仕様書の変更が

必要である。 

 

【教育委員会文化スポーツ課】 

⑵ア(ア) ⑴アにあるように、市の承認を受 

けていないにもかかわらず、指定管 

理者に利用料金を収受させていた。 

今後は、事務の漏れがないよう、共

有フォルダや紙媒体の保存文書にメ

モを残し、また、業務の引継書にも内

容を記載し、再発防止に努めます。 

(イ) 本指定管理業務に係り指定管理者

に貸与した備品について、尾張旭市

物品管理規則（平成２５年尾張旭市

規則第３号。以下「規則」という。）

第２３条の規定による毎年１回の検

査を実施していなかった。 

令和６年７、８月に備品の検査を実

施しました。今後も毎年備品の検査を

行うよう引継書に内容を記載し再発

防止に努めます。 

(ウ) 委託料である指定管理料は、政令

や市の規則で定める概算払をするこ

とができる経費には当たらないにも

かかわらず、これを概算払していた。 

指定管理料には、本市が政策的に使

用料を減免している団体に係る利用

料金減免相当分が含まれており、概算

をもって支払いをしなければ指定管

理者の運営資金面に支障を及ぼすも

のと考え、尾張旭市会計規則を所管す

る会計課及び指定管理者制度を所管

する財政課と調整を行った結果、８月

３０日付けで同規則が改正され、概算

払できる経費として新たに「概算で支

払をしなければ契約し難い委託料」が

加えられました。これに伴い、当該指

定管理料が該当するか否かを改めて

課内で検討した結果、概算で支払をし

なければ契約し難いものに該当する

と判断したため、決裁を得た上で、引

き続き概算払で対応していくことと

しました。 

イ(ア) ⑴イにあるように、仕様書で規定

されていない方法で指定管理者に利

用料金を収受させていた。 

指定当初から交通系ＩＣカードで

料金を収受していた件について、次回

協定締結時には仕様書を精査し、業務

開始後に実際の業務と仕様書とに乖

離がないか定期的に確認することを

徹底し、再発防止に努めます。 



令和５年５月からクレジットカー

ド及びスマホ決済アプリで料金を収

受していた件については、指定管理者

から本市に協議書の案が提出されて

いたにもかかわらず、その後の事務手

続を進めていなかったという経緯が

あったため、係内で担当者の抱えてい

る事務を上司が確認できる体制を整

え、再発防止に努めます。 

(イ) ア(イ)の備品について、規則第９条

に規定する備品ラベルが付されてい

ないものが散見された。 

令和６年７、８月実施の備品検査に

おいて、備品ラベルが貼付されていな

いものについて貼付しました。 

 

 


